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 滋賀県立高等専門学校 設置認可申請（案）について  

 

○ 県立高専については、令和10年（2028年）４月の開校実現に向けて、令和５年度末策定の「基本構

想2.0」を土台に、令和６年度から、用地整備や校舎等施設の設計と並行して、設置認可申請に必要な

教育課程や入試制度の具体化、教員の募集・選考および学生確保の見通し調査等を進めてきたところ。 
 

○ 今後、申請書類を最終調製の上、９月に文部科学省へ提出する必要。 

 

［今後の主なスケジュール］ 

１ 設置認可申請関係 

・令和８年（2026年）９月    設置認可申請書類を最終調製の上、文部科学省へ提出 

・令和９年（2027年）７月末   設置認可（予定） 

 

２ 校舎等施設整備関係 

・令和８年（2026年）８月 ２日 安全祈願祭・起工式 

・令和８年（2026年）８月17日 第１工区（校舎棟）建設着工 

・令和８年（2026年）  ～９月 第２工区（図書交流・食堂売店棟、学生寮）、第３工区（実習工場 

               ・実験室棟、体育館）に係る入札・契約手続を進め、順次着工 

 

 

 

 

 

 

・令和９年（2027年）12月頃   建設工事完了（予定） 

 

（参考：各工区・工種落札事業者） 

・ 第１工区（校舎棟） 

① 建築（ＷＴＯ案件） 

戸田建設株式会社大阪支店（大阪市）・株式会社奥田工務店（日野町）共同企業体 
 

② 電気（地域要件設定：県内に主たる営業所を有する者） 

川一電機株式会社（長浜市）・株式会社テクノミツボシ（甲賀市）共同企業体 
 

③ 機械（地域要件設定：県内に主たる営業所を有する者） 

大崎設備工業株式会社（守山市）・株式会社北中工業（野洲市）共同企業体 
 

・ 第２工区（図書交流・食堂売店棟、学生寮） 

① 建築（地域要件設定：県内に主たる営業所を有する者） 

□寅建設株式会社（甲賀市） 
 

・ 第３工区（実習工場・実験室棟、体育館） 

① 建築（地域要件設定：県内に主たる営業所を有する者） 

株式会社笹川組（大津市） 

工 区 工 種 公 告 参加資格申請〆 入札書提出〆・開札 落札決定予定日 

第２工区 
② 電気 ６月22日 ７月30日 ８月18日 ８月21日 

③ 機械 ６月29日 ８月 ６日 ９月 １日 ９月 ４日 

第３工区 
② 電気 ６月22日 ７月30日 ８月25日 ８月28日 

③ 機械 ６月29日 ８月 ６日 ９月 ８日 ９月11日 

総務・企画・公室常任委員会 資料６ 
令 和 ８ 年 ( 2 0 2 6 年 )８ 月 ５ 日 

総 合 企 画 部 高 等 教 育 振 興 課 



①設置認可申請書
②設置認可に係る組織の移行表
③基本計画書
④教育課程等の概要
⑤授業科目の概要
⑥シラバス
⑦校地校舎図面
⑧学則等の規程案
⑨設置の趣旨を記載した書類
(添付書類）
・３ポリシー関連図
・ポリシー・授業科目対応表
・カリキュラムツリー
・履修モデル
・学年暦
・時間割表
・インターンシップ受入先一覧
・主な教育備品・器具一覧
・図書館に整備する学術雑誌一覧

設置認可申請に係る提出書類

⑩学生の確保の見通し等を記載した書類
（添付資料）
・学生確保の見通し調査（中学生向け
アンケート）結果

・人材需要の見通し調査（企業向けア
ンケート）結果

⑪教員名簿
⑫教員個人調書
・履歴書
・教育研究業績書
・担当予定授業科目
・教員就任承諾書
・教員就任同意書

⑬意思の決定を証する書類
⑭審査対象教員一覧
⑮設置構想審査資料

2



文部科学省への高等専門学校の新設に係る認可申請については、主に次の内
容で申請することとする。

１．高等専門学校の基本事項
（１）設置者［③基本計画書］

公立大学法人滋賀県立大学

（２）名称［③基本計画書・⑨設置の趣旨を記載した書類］

工学科に異なる専門分野からなる次の４つのコースを設置し、２年次以降、
コースに分かれ、専門知識・技術を深める。

高等専門学校の設置認可申請の概要

名称 英語表記

学校名 滋賀県立高等専門学校 Shiga College of Technology

学科名 工学科 Department of Engineering

専門分野 コース名称 英語表記

情報分野 コンピュータサイエンスコース Computer Science Course

電気電子分野 みらいエレクトロニクスコース Future Electronics Course

機械分野 スマート機械コース Smart Mechanical Systems Course

建設分野 環境・防災コース Environment and Disaster Prevention 
Course
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現在構想中のため、変更となる可能性があります。



（３）学校の位置［③基本計画書・⑦校地校舎図面・⑨設置の趣旨を記載した書類］

滋賀県野洲市市三宅地先

（４）新設学科の概要［③基本計画書］

※2年次以降に配属される４つのコースの定員は、各30人とする。

（５）建学の精神［⑨設置の趣旨を記載した書類］

「知行合一」

（６）基本理念［⑨設置の趣旨を記載した書類］

学科名 修業年限 入学定員 収容定員 称号 開設時期

工学科 5年 120人 600人 準学士（工学） 令和10年4月

「科学技術に関する専門知識」と「合理的な行動力」の融合により、次
代の社会を技術で支える実践力と豊かで幸福なエンジニア人生の基礎
を築き、新たな社会課題にも自信をもって立ち向かえる『しなやかでたく
ましい人材』を育成する。
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（７）学則（案）［⑧学則等の規程案］

主なポイント

・二学期制（前期・後期制）を採用する（第５条）

・コース定員は、各コース３０人とする（第８条）

・校長の下に、副校長および校長補佐を設置する（第９条）

・卒業に必要な単位数は１６７単位以上とし、特別活動は９０単位時間以上実施する
（第１５条）

・学納金は次のとおりとする（第３５条）

種類 金額
入学検定料 16,500円
入学料 県内に住所を有する者 56,400円

その他 84,600円
授業料 年額 234,600円

※学納金の額は、滋賀県議会の議決および滋賀県知事の認可を経て最終確定
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（参考）学納金の予定額および考え方について

（※） ①高専１～３年生に対しては「高等学校等就学支援金制度」が適用され、所得水準を問わず、授業料の全額を支援（授業
料無償化）

②高専４～５年生に対しては「高等教育の修学支援新制度」が適用され、所得水準に応じて授業料の支援（減免）あり。

◎ 他の国公立高専との均衡を重視(基本的に、他の国公立高専と同額とする。)

◎ このうち入学料については、
・ 居住者の区域内外を問わず、84,600円を超える金額を設定する国公立高専は存在しないこと
・ これまでから、県立の高等教育機関では県内居住者が県外居住者より低く設定し、優遇措置を講

じてきていること
・ 県立高専は、県立大学と同じ法人が設置・運営主体となること

を総合的に勘案し、以下のとおり設定する。
県外居住者：84,600円
県内居住者：56,400円(県立大学と同様、県外居住者の３分の２の額)

区分 滋賀県立高専

入学検定料 16,500円

入学料
県外 84,600円
県内 56,400円

授業料
（※）

234,600円

国立高専
（51校）

大阪公立大高専 東京都立高専 神戸市立高専

16,500円 16,500円 12,600円 16,500円

84,600円 84,600円
都外 84,600円
都内 42,300円

市外 84,600円
市内 28,200円

234,600円 234,600円 234,600円 234,600円
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２．教員体制
（１）校長予定者［⑪教員名簿］

北村 隆行
［現職：滋賀県立大学理事（高専開設準備担当）］

（２）実施体制［⑧学則等の規程案・⑨設置の趣旨を記載した書類］

校長

校長補佐(入試・広報担当)

筆頭副校長
（総務・評価・将来構想担当）

自己点検・評価委員会（認可申請・評価に関すること）

教務委員会（教育計画の立案その他教務に関すること）

学生支援委員会
（学生の厚生補導に関すること）

入試・広報委員会（入学者選抜、広報に関すること）

地域・企業連携委員会
（企業、共創フォーラム、外部との調整に関すること）

総務・将来構想委員会（総務、将来構想、危機管理に関すること）

教務主事

学生主事

校長補佐(連携・渉外担当)

寮務主事
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（３）基幹教員［⑨設置の趣旨を記載した書類・⑪教員名簿］

･高等専門学校設置基準にて､１学科(4学級)の場合､基幹教員を41人以上配置するよう規定。

･本校の基幹教員は、一般科目は設置基準の下限である18人、専門科目はカリキュラムの実
施に必要となる３６人を配置し、合計５４人の体制とする。

※一部の授業科目は、非常勤講師など基幹教員以外の教員が担当予定。

【職 位 別】 教授 准教授 講師 助教 合計

一 般 科 目 4人 6人 3人 ５人 18人

専
門
科
目

コ ンピ ュータ サイエ ンスコ ース 4人 3人 1人 １人 9人

みら いエ レクト ロニクスコース 5人 2人 1人 １人 ９人

ス マ ー ト 機 械 コ ー ス 5人 １人 ２人 １人 ９人

環 境 ・ 防 災 コ ー ス ５人 １人 2人 １人 9人

合 計 23人 13人 ９人 ９人 5４人

【年 齢 別】 教授 准教授 講師 助教 合計

30～39歳 ‐ ‐ ５人 ９人 １４人

40～49歳 ‐ 5人 3人 ‐ 8人

５０～59歳 10人 ５人 1人 ‐ １6人

６０～６４歳 3人 １人 ‐ ‐ 4人

65～６９歳 7人 2人 ‐ ‐ 9人

７０歳以上 3人 ‐ ‐ ‐ 3人

合 計 23人 13人 ９人 ９人 5４人

※完成年度末
（R15.3.31）
時点の年齢
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３．教育課程
（１）教育課程の編成等の基本方針［⑨設置の趣旨を記載した書類］

①養成する人材像

②教育の特徴

高等専門学校は、中学校卒業後の早期から実験･実習重視の専門教育等
により実践的な技術者を育成することが特徴である。本校では､さらに以下の
４つの特色を重視した教育を行う。

情報技術の活用や環境に対する理解と配慮を学びの基盤とし、幅広い
専門性と実践力を兼ね備え、倫理観を持って他者と協働しながら持続可
能な産業の発展に取り組める人材

・工学の４つの専門分野の基礎知識の修得
・工学の基盤となる情報技術の活用力と環境的視点の修得
・実験･実習の充実による実践力の向上
・課題解決の基盤となる力の養成
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③３ポリシー

[アドミッション･ポリシー] [カリキュラム･ポリシー] [ディプロマ･ポリシー]

ディプロマ・ポリシーを具現化するために、教育課程の編成お
よび実施に関する方針を次のとおり設定する。

入学者受入の方針を次のとおり
設定する。

所定の単位を修得し、次に示す知識
と能力を身につけた者に対して、卒
業を認定し、称号を授与する。

１．技術者に必要な理数系の基礎
知識と社会人に求められる幅広
い教養を身につけている

２．情報技術を工学分野に活用
するための基礎力と専門分野に
応用できる力を身につけている

３．環境に配慮した持続可能な産
業の在り方を考える力を身につ
けている

６．技術者としての倫理観を有し、
社会の一員として責任感を持っ
て行動できる力を身につけてい
る

４．社会課題に対し、自らの専門
分野の知識・技術を中心に、他分
野の基礎知識も活かしながら、
幅広い視野で解決に取り組む実
践力を身につけている

５．他者と進んでコミュニケーショ
ンを取り、協力して目標に取り組
む力を身につけている

１．数学や理科などの理数系
科目が得意で、中学校におけ
る学習内容を十分に理解して
いる人

２．ものづくりや科学技術に興
味をもち、新しい知識や技術
を自ら進んで学ぼうとする人

３．新しいことに挑戦し社会の
発展に貢献したい人

４．実験・実習や学校でのさま
ざまな活動に周囲と協力して
取り組める人

１．理数系の基礎知識と幅広い
教養を身につけるため、数学・物
理等の理数系科目を低学年に
重点的に配置するとともに、国語、
英語、社会等の人文社会系科目
を各学年に適切に配置する

２．情報技術を専門分野に活用
する力を身につけるため、共通
する科目として低学年に情報技
術の基礎を学ぶ科目を配置する
とともに、それぞれの専門コース
毎に情報技術を応用する科目を
各学年に適切に配置する

３．環境に配慮した持続可能な産
業の在り方を考える力を身につ
けるため、共通する科目として、
環境への影響や環境に配慮した
技術を学ぶ科目を配置する

５．幅広い視野で課題解
決にあたる力を身につ
けるため、共通する科目
として、自身の専門コー
スだけでなく、４つの専
門コースの基礎的知識
を学ぶ科目を配置する

７．技術者としての倫理
観と社会性を身につけ
るため、共通する科目と
して、社会活動や法、技
術者倫理等を学ぶ科目
を高学年に配置する

４．2年次より、4つの専門コース
から、各自の興味・適性に応じて
専門分野を学ぶコースを選択し、
それぞれの専門コース毎に専門
基礎を学ぶ科目と、専門応用を
学ぶ科目を各学年に適切に配置
する

６．修得した知識・技術
を活かし、他者と協働し
て課題解決にあたる実
践力を身につけるため、
総合科目を各学年に適
切に配置する

8．学修の集大成として、
卒業研究を5年次に配
置する
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（２）教育課程［④教育課程等の概要・⑨設置の趣旨を記載した書類］

【一般科目】 ［単位：科目数（単位数）］

科目区分 必修 選択 合計

数学 7（１7） - 7（１7）

理科 6（１1） - 6（１1）

国語 ６（10） 1（2） ７（12）

外国語 10（１5） ３（４） 1３（１9）

専門科目を学ぶ上で必要な基盤である理数系科目は低学年に重点的に配置。

実践力の基礎としてコミュニケーション力や協働性を育むため、クラス横断や学年横断型
の授業により、グループで課題の解決に取り組む科目を配置。

≪主な特徴≫
・

･

・５年間を通して、専門分野の実践力を段階的かつ総合的に養成するため、低学年で、専門
教育への接続に必要となる教養、情報技術をはじめとする工学の基盤となる知識、実践力
の基礎を修得した上で、各コースで専門分野の基礎から応用に至る知識・技術を修得。

・高学年では、総合的な演習科目やインターンシップを通じて、また、集大成としての卒業
研究により、総合的に課題解決の基盤となる実践力を養成。

科目区分 必修 選択 合計

社会 5（１０） - 5（１０）

保健体育 5（8） 1（１） 6（9）

デザイン 1（１） - 1（１）

総合 3（3） - 3（3）

合 計 43（75） ５（７） 4８(82)

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

滋賀高専ゼミⅠ 滋賀高専ゼミⅡ

クラス横断のグループ
で、与えられた課題に対
して、協働して取り組む

クラス・学年横断型の授業により、異なる専
門分野や年齢の学生がグループで、自ら課題
を設定し、協働して解決に取り組む

５年

[一般科目(総合)]

滋賀高専リテラシ－

前期 後期
１年 ２年 ３年 ４年
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【専門科目】

≪専門共通科目≫ ［単位：科目数（単位数）］

科目区分 必修 選択 合計

工学基礎 11（14） ５（5） ※コース横断選択科目 16（19）

工学総合 1（１０） 3（１０） ※インターンシップ科目
［みらいｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｺｰｽ］［環境･防災ｺｰｽ］：1単位
［ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽｺｰｽ］：2単位、［ｽﾏｰﾄ機械ｺｰｽ］：7単位

4（2０）

合 計 12(24) 8(1５) 20(３９)

＜主な特徴＞
・

・

エンジニアの基本的な考え方・能力として、情報技術の活用やサステナビリティの視点を、ま
た、幅広い分野の基礎知識の修得に向けた４つのコースの基礎を、それぞれ低学年で学ぶ。

高学年では、視野を広げるために他の分野の先進技術等を学ぶ科目を配置するとともに、実践
力の向上のためにインターンシップを、また、集大成として、卒業研究を配置する。
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前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 前期 後期

ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ基礎 AIﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 情報社会と法制度

環境基礎 環境生態工学 ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ工学

電気基礎
先端デバイス

工学
社会実装論

機械基礎 ｽﾏｰﾄ機械工学 先端材料工学

技術者倫理

５年

卒業研究

AI･情報リテラシー
プログラミング入門

エンジニアリング入門

共創インターンシップA,B,C

後期
１年 ２年 ３年 ４年



≪コース別科目≫

・各コースごとに、基礎科目、特に重視する分野の応用・実践科目、総合科目からなる４～５の
科目群に分類し、授業科目を構成している。

・また、2～3年次で基礎を体系的に修得し、4～5年次で応用・実践を深め、「卒業研究」で総
合的に統合する流れを重視し、各授業科目を配置している。

「コンピュータサイエンスコース」
［単位：科目数（単位数）］

「みらいエレクトロニクスコース」
［単位：科目数（単位数）］

科目区分 選択 合計

電気電子基礎 13（22） 13（22）

電力・制御系専門 7（１０） 7（１０）

半導体系専門 9（１5） 9（１5）

電気電子総合 5（１6） 5（１6）

合 計 34(63) 34(63)

科目区分 選択 合計

情報基礎 1３（３0） 13（30）

クラウド技術 8（16） 8（16）

AI・ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ 6（１１） 6（１１）

情報総合 4（9） 4（9）

合 計 31(6６) 31(6６)

＜主な特徴＞

＜主な特徴＞
・電気電子工学の基礎知識に加え､電力･制御、半導体の
分野を強化し､今後のｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産業の発展と持続可能
な社会の実現に貢献できる人材を育成することとし､
左表の４分類で科目を構成。

・総合科目では､授業と並行して実験を実施し理解を深
めるとともに､創造作品の作成に向け課題解決に取り
組むことで､応用力と実践力を強化。

・近年の情報工学において急速に普及しているｸﾗｳﾄﾞｻｰ
ﾋﾞｽ分野､AI･ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ分野の教育を強化し、誰もが安
心して情報技術を活用できる社会を実現できる人材を
育成することとし､左表の４分類で科目を構成。

・総合科目では､授業と並行して実験を実施し理解を深
めるとともに､社会課題を解決するｼｽﾃﾑ開発の一連の
過程を経験し､応用力と実践力を強化。

13



「スマート機械コース」
［単位：科目数（単位数）］

「環境・防災コース」
［単位：科目数（単位数）］

科目区分 選択 合計

建設基礎 20（24） 20（24）

建設システム 14（１7） 14（１7）

環境専門 7（9） 7（9）

防災専門 8（8） 8（8）

建設総合 ３(6) ３(6)

合 計 5２(64) 5２(64)

科目区分 選択 合計

機械基礎 7（１０） 7（１０）

力学 12（16） 12（16）

制御 11（１4） 11（１4）

機械総合 １4（23） １4（23）

合 計 4４(６３) 44(63)

＜主な特徴＞
・近年の機械工学において不可欠となっている制御・情
報・電気電子分野を強化し、機械のスマート化・自動
化・高機能化に対応できる人材を育成することとし、
左表の４分類で科目を構成。

・総合科目では、設計・加工・CAE・演習を通じて、理論
と技術を融合させ、社会のニーズに応える製品や機械
を創造する実践的なものづくり力を養成。

＜主な特徴＞
・社会基盤を支えるインフラの計画･設計･建設･維持管理
に加え、ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙや脱炭素など環境課題への対応、
頻発する自然災害への防災･減災力強化を重視し、環境
と防災の両視点を備えた人材を育成することとし、左表
の５分類で科目を構成。

・総合科目では、建設プロジェクトの一連の流れを、実
験・演習も組み合わせながら総合的に理解するとともに、
実社会が抱える課題を対象に課題解決型の演習を実施し、
実務的課題に対する解決策を提案する力を養成。
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（３）卒業要件［④教育課程等の概要・⑧学則等の規程案・⑨設置の趣旨を記載した書類］

［単位：単位数］

一般科目、専門科目ごとに、次の単位数を修得したうえで、合計１６７単位以上の
単位を修得するとともに、特別活動を９０単位時間以上実施した者に卒業を認める。

コース名
一般科目

専門科目

合計専門共通科目 ｺｰｽ科目
小計

必修 選択 小計 必修 選択 選択

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽｺｰｽ
開設単位 75 7 82 24 7 6６ 9７ 1７９

必要単位 75 2以上 77以上 24 4以上 ６２以上 90以上 167以上

みらいｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｺｰｽ
開設単位 75 7 82 24 6 63 93 175

必要単位 75 2以上 77以上 24 3以上 63 90以上 167以上

スマート機械コース
開設単位 75 7 82 24 12 63 99 181

必要単位 75 2以上 77以上 24 9以上 44以上 ８８以上 167以上

環境・防災コース
開設単位 75 7 82 24 6 64 94 176

必要単位 75 2以上 77以上 24 3以上 63以上 90以上 167以上
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４．企業実習（インターンシップ）［⑨設置の趣旨を記載した書類］

学生がこれまでに学んだ専門知識や技術を実際の職業現場で体験的に活用することを通じ
て、専門分野における実践力を高めるとともに、社会性、協働性などの技術者として必要な資
質を育むことを目的にインターンシップを実施する。

（１）インターンシップの種類

（２）実習先の確保状況
県内企業を中心に、合計１０２社から受入承諾書を得ている。受入人数の合計はいずれの

コースでも、定員（各３０人）を上回っており、実習先は十分に確保できている。

共創ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟA 共創ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟB 共創ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟC

みらいｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｺｰｽ 環境・防災ｺｰｽ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽｺｰｽ ｽﾏｰﾄ機械ｺｰｽ

企業数 受入人数 企業数 受入人数 企業数 受入人数 企業数 受入人数

６１社 １２３人以上 ４１社 ９３人以上 ３２社 ６５人以上 ４６社 ８８人以上

科目名 共創ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟA 共創ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟB 共創ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟC

対象コース みらいｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｺｰｽ
環境・防災ｺｰｽ

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽｺｰｽ ｽﾏｰﾄ機械ｺｰｽ

実習時期 ４年次
夏季休業期間

４年次
夏季休業期間

４年次
１０月～１１月

実習期間 ５日間 １０日間 ７週間

単位種別 選択 選択 選択

単位数 １単位 ２単位 7単位
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５．入学者の選抜方法［⑨設置の趣旨を記載した書類]

（１）基本方針
本校では、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力を有する人材を育成するため、次のとおり

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を定める。

① 数学や理科などの理数系科目が得意で、中学校における学習内容を十分に理解して
いる人

② ものづくりや科学技術に興味をもち、新しい知識や技術を自ら進んで学ぼうとする人
③ 新しいことに挑戦し社会の発展に貢献したい人
④ 実験・実習や学校でのさまざまな活動に周囲と協力して取り組める人

（２）入試制度 ※「推薦選抜」と「一般選抜」は併願が可能

（Ａ）推薦選抜 （面接試験等により総合的に評価する選抜方法）［60名/120名］

※「女子学生にも選ばれる学校」を目指し、男女比に偏差が生じないよう推薦選抜に女子枠を設定。

（Ｂ）一般選抜 （学力検査等により総合的に評価する選抜方法）［60名/120名］
〔募集人員〕60名 〔地域制〕設定しない（県外から受験可）

コース選択型推薦選抜 地域限定推薦選抜

募集人員 24名（各コース６名ずつ） ３６名

地域制 設定しない（県外から受験可） 設定する（県内の中学生のみ受験可）

その他 将来像が明確で、コース選択の意思が
固い学生の確保を目的とし、合格者は
2年次以降のコース配属が決定する

－
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６．施設整備
（１）敷地面積［③基本計画書・⑦校地校舎図面・⑨設置の趣旨を記載した書類］

（２）各施設の構造および規模［③基本計画書・⑦校地校舎図面]

区分 面積 備考

1 校地 36,567.05㎡ グラウンドは野洲市が隣接国有地に整備するものを使用

2 環境保全・共生エリア 11,634.00㎡ 現状の森林を残置

３ アクセス通路 1,351.00㎡ 隣接国有地へのアクセス用通路

施設 構造 階数 延床面積

1 校舎棟 鉄骨造 ３階 10,931.71㎡

2 図書交流・食堂売店棟 鉄骨造 ２階 2,397.16㎡

３ 学生寮 鉄筋コンクリート造 ２階 1,449.51㎡

４ 実習工場・実験室棟 鉄骨造 １階(一部２階) 2,197.29㎡

５ 体育館 鉄骨造 １階 1,519.01㎡

合 計 18,494.68㎡
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◆校舎棟 １ 階

交流スペース

多目的ラボ

視聴
覚室

特別教室
(化学・物理
実験室)

デザイン室

電気・電子実験室 情報技術実験室情報処理
演習室

事務室

校長室保健室会議室

エレベーター

（３）各施設の概要［⑦校地校舎図面・⑨設置の趣旨を記載した書類］

３ 階

各コース教員室 一般科目教員室 各コース教員室

コモンスペース コモンスペース

研究生室 研究生室

普通教室

多目的室 多目的ラボ

交流スペース
吹抜

２ 階

コモンスペース

研究生室

各コース教員室 一般科目教員室

交流スペース

コモンスペース

研究生室

各コース教員室

多目的ラボ中講義室

情報処理演習室 普通教室

交流スペース
吹抜

〇学生や教職員が集い、語らい、共創を
育む場、研究発表やプレゼンの場、校
舎棟の象徴的な場として、1階の中央に
吹き抜けの「交流スペース」を配置

〇2階・3階に、コースごとに、談話やグ
ループワークが可能な「コモンスペース」
を「研究生室」と「教員室」の間に配置

〇授業・卒業研究や、教員の研究活動
での利用を想定し、普通教室や特別
教室に加え、多目的に利用できる「多
目的ラボ」や「多目的室」を複数配置

視聴
覚室
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１ 階 ２ 階

◆図書交流・食堂売店棟（企業や地域住民との交流の場として活用）

GWルーム

多目的室

共同
研究室

創作工房 ホール

ラーニングコモンズ

食事スペース

売店

食堂

多目的
トイレ

図書館

多目的
トイレ

自習
スペース

屋外テラス

屋外テラス

機械工場

創作工場

溶接
工場

ラボ

教室

流体工学
実験室

熱力学
実験室

機械力学
実験室

制御工学
実験室

材料力学
実験室

土質
実験室

構造材料
実験室

構造
実験室

衛生環境
実験室

水理
実験室

◆実習工場・実験室棟

〇「創作工場」として、多目的な創作活動等
が可能なスペースを確保

〇機械系分野、建設系分野を中心とした実習や
実験が可能な「実験室」、「工場」を配置

〇1階の中央に学生が談話、食事、自習など、自由かつ快適に過ご
せる空間として、「ラーニングコモンズ」、「食事スペース」を設置

〇企業や地域
との交流・共
同活動ができ
るよう、ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟﾜｰｸ、研究、
調査、発表等
が行える諸室
を配置

〇2階には、「図書館」および「屋外テラス」を設け、三上
山や野洲川を眺望しながら、思索にふける空間を提供
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◆学生寮

寮室(個室タイプ)

ユニット共用部

◆体育館

［ユニット拡大図］

〇通学が困難な学生を対象に定員50名の男女共用の
寄宿舎として設置

○男女比の変動への対応や留学生の入居も想定し、ユ
ニット型（個室６室で１ユニット）を導入
〇ユニットごとにセキュリティを確保するとともに、ユニット
共用部にキッチン、トイレ、シャワー等を配置

○１階中央に、寮生が集える場として、コミュニ
ティキッチンを備える「多目的ルーム」を配置

〇練習用バスケットボールコート２面分の広さ
〇冷暖房やシャワールームを完備し、災害時には避難所として

も使用
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７．学生確保の見通し［⑩学生確保の見通し等を記載した書類］

認可申請にあたり、本校への入学意向を持つ中学生数の定量的なデータが必要となるため、
第一期生となる中学2年生を対象にアンケート調査を実施し、必要なデータを収集した。

（１）アンケート調査の概要

（２）本校への進学希望

調査対象 ・中学2年生（2028年3月卒業予定者）。
・滋賀県内の全中学校および県外の通学圏内（京都府、大阪府、その他）の中学校に
対して、中学２年生へのアンケート実施を依頼。

主な調査項目 ①中学校卒業後の希望進路、②進学したい学校の種類、③興味のある学問分野、
④本校への受験希望、⑤本校への入学希望

調査期間 2026年4月21日～６月12日

調査方法 調査対象校へ調査協力を依頼し、協力の了承を得られた中学校において、ホーム
ルーム等の時間を活用し、調査対象者が、WEB上でアンケートへ回答。

有効回収件数 11,354 件

・調査結果より、入学
定員１２０人に対して、
本校への入学意欲を
有する者は９０３人と、
十分に学生が確保で
きる見通しである。

22

問３（複数選択可）問４（複数選択可）問５（複数選択可）問６ 問７
回答者数 卒業後の進路 進学したい学校の 興味のある分野 滋賀県立高等専門学 滋賀県立高等専門学
（合計） 種類 校への受験希望 校への入学希望

うち、 うち、 うち、 うち、 うち、
①高等専門学校 ①国・公立の学校 ①工学 ①受験したい ①入学したい

11,354人 3,274人（28.8％） 3,052人（93.2％） 1,406人（46.1％） 954人（67.9％） 903人（94.7％）
②入学しない
51人（5.3％）

②受験しない
437人（31.1％）
 不明
15人（1.1％）



８．企業の人材需要の動向［⑩学生確保の見通し等を記載した書類］

認可申請にあたり、本校が養成する人材の社会的な需要および企業の採用ニーズを、客観
的に示す必要があるため、県内外の企業に対して、本校卒業生の採用需要アンケートを実施
し、必要なデータを収集した。

（１）アンケート調査の概要

（２）本校卒業生の採用意向および採用希望人数
①本校卒業生の採用意向 ②本校卒業生の採用希望人数

調査対象 ・本校卒業生の採用が見込まれる県内外の情報通信業、製造業、建設業を中心とし
た企業１，３７０社を対象にアンケートを実施。

主な調査項目 ①本校が養成する人材の社会的ニーズ、②卒業生の採用意向、③採用希望人数、
④本校に期待する点や要望

調査期間 2026年５月11日～６月12日

調査方法 調査対象企業の担当者へメールまたは郵送で、調査（WEB回答方式）を実施。

有効回収件数 ２８８件

・調査結果より、入学定員
１２０人に対して、採用を希
望する企業数および採用
希望人数は、222社、延べ
705人と、十分に卒業生
の採用需要が見込まれる。

23



24 

 県立高専に係る教育備品（実験・実習機器等）の整備について  

 

 

１ 想定経費の状況 

 

 

 

 

 
 

２ 増加の要因 

  教育備品（実験・実習機器等）に要する経費の増加要因としては、主に以下の２点と考えている。 

要因□1  校長予定者および開校準備教員による具体のカリキュラム設定およびこれに伴う必要

な教育備品の見直し・再整理 

［主な増減］                                 （単位：百万円） 

分野 当初見込 
見直し・ 

再整理後 
増減額 主な増減要素 

① 電気電子  54 120 ＋ 66 ○増 半導体実験機器の整備 

② 機械 530 358 ▲172 
□減 流体工学、機械加工、材料力学の各実験機器の精査 

□減 企業からの寄附（CNC旋盤） 

③ 建設 351 812 ＋461 
○増 衛生環境、土質、構造材料の各実験機器の充実 

○増 衛生環境解析、構造実験の各機器の整備 

 

要因□2  令和５年３月から令和９年４月までの物価上昇の影響 

① 令和５年３月からカリキュラムの設定を一定終えた令和８年３月までの物価上昇

（＋27.2％（※））の影響 

② 令和８年３月から教育備品の調達を開始する令和９年４月までの物価上昇見込み 

（＋10.6％（※）（試算値））の影響 

（※）日本銀行が公表している企業物価指数（金属工作機械）を参照 

 

⇒  要因□1 および要因□2 ①により、10億円 → 14.2億円（＋4.2億円） 
 

⇒  さらに、要因□2 ②により、14.2億円 × 1.106 ＝ 15.7億円（＋1.5億円） 
 

県立高専の整備費のうち、機械・備品の内訳としての教育備品（実験・実習機器等）に係る経費

について、校長予定者および開校準備教員によるカリキュラムの設定（令和８年３月）を踏まえ、

今般、令和９年４月（調達開始時点）での必要額を再積算した結果、約5.7億円増の約15.7億円

が必要となる見込みとなったところ。 

138 152

設計関係費 8 6

監理費 2 2

施工費 128 144 時点

21 32 32 26 経費内訳

機械・備品 17 17 17 17 a.教育備品 10 15.7 ＋5.7

用地造成 13 13 8 b.ﾈｯﾄﾜｰｸ関係機器

ｲﾝﾌﾗ整備 2 2 1 c.什器・一般備品

101 119 170 178

(単位：億円、おおよその金額)

④R7.10
構想2.1
改定版

⑤R9.4調達開始
R9.4までの物価上昇

を見込み算出

変動額
（⑤－④）

その他

80

(単位：億円、おおよその金額)

時点

施設整備費

87

①R5.3
（構想1.0）

②R6.3
（構想2.0）

③R6.7
（構想2.1）

④R7.10
構想2.1
改定版経費内訳

7 （整理中）

整備費合計

4
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〇 増額分については、 

・ 調達における競争性の向上などを通じて、可能な限り安価に整備できるよう努力 

・ 現在、校舎等施設整備の入札手続を進めており、入札における競争性の向上を通じた施工費の

執行残額による吸収 

により、整備費総額の縮減に努める。 

 

〇 また、 

・ 国からの交付金（大学・高専機能強化支援事業（半導体等の経済成長の実現に資する重点分野

に係る施設・設備費等が対象））や、交付税措置率の高い地方債（高等学校教育改革等推進事業債）

を可能な限り活用 

・ 企業等からの寄附の獲得 

により、県一般財源の負担軽減を図る。 

 

（ 以 上 ） 


